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売上は増加しているが、淘汰が進むショッピングセンターの今後

※本資料は、「不動産マーケットリサーチレポート（2024年7月発行・要約版）第4章／不動産賃貸市場・商業施設編」から一部抜粋し、
一般読者向けに加筆修正したものです。
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SCの既存店ベース売上は好調で、コロナ禍前を上回る推移
◼ SC※の売上動向（既存店ベース)を立地別にみると、多様な商業機

能が集積する「中心地域」のSCでは、ファッションなどの買い回り品を扱
うテナントが多いことから、コロナ禍には不要不急とされて売上は大きく
減少した。ただし、2023年以降には、外出の増加や訪日客の回復に
伴い、同売上は順調に回復し、2024年は2018年の水準を概ね上
回って推移している。

◼ 一方で、ロードサイド立地や低層建物が多い「周辺地域」のSCは、食
品スーパーなどの最寄り品を扱うテナントを核とすることが多いため、コロ
ナ禍における売上は中心地域ほどは落ち込まなかったが、それでも、広
域商圏を対象とするRSC※の利用者減などから、売上は減少した。た
だし、2023年以降には、レジャー機会の増加から日本人の行動範囲
が広がり、RSCを中心に利用者数が回復。2024年は、周辺地域の
SCの売上も、中心地域と同様に概ね2018年水準を上回って推移し
ている。

◼ 今後は、訪日客増加の恩恵が見込める中心地域では、売上のさらな
る増加が予想される。一方で、利用者のほとんどが日本人である周辺
地域のSCでは、人口減少が加速する中で、さらなる売上の増加は期
待しづらい。
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SCの売上推移

出所）日本ショッピングセンター協会｢SC販売統計調査報告｣をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成
注1）既存店ベース。消費税を含む。
注2）中心地域：人口15万人以上の都市（東京23区を含む）で商業機能が集積した中心市街地。 周辺地域：上記中心地域以外
の全ての地域
注3）2019年は10月に消費税増税があったため、売上が大きく変動している。そのため2018年比で売上動向を示している

※SCはショッピングセンターの略。一般的に、中大型の郊外型SC(≒周辺地域)の認知度が
高いが、大都市の駅周辺や繁華街に立地する、都心型SC(≒中心地域)も存在する

※RSCはリージョナルショッピングセンターの略。一般的に、店舗面積4万㎡以上で
広域を商圏とする大型商業施設。
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利用者ニーズに沿わないSCの淘汰が進む

◼ 大店立地法が施行された2000年以降、SCは周辺地域を中心に大量に開設され、SC数は大きく増加してきた。ただし、2010年頃からは、商圏人口減少
やEC市場の拡大を受けて、SC数の増加は弱まり、2019年にはSC数が減少に転じた。前述した既存店ベースの売上回復は、このように競合環境が緩和さ
れた影響もあると考えられる。

◼ 人口減少が続く中で、建築費高騰によってSCの新規開設はより困難となり、SC数は減少し続けることが予想される。さらなる競争環境の緩和によって生き残
るSCの売上は維持されやすいが、生き残りには、集客力が高い立地や利用者ニーズを見極めることが重要となる。

◼ 今後は、単身世帯や共働き世帯の増加によって、より生活圏に近い場所で日常の買物を完結させるニーズが高まると予想される。そのため生活圏に近接した
NSC※は、インバウンド需要が見込めない周辺地域においても、淘汰されにくい。一方でRSCは、日常の買物客をNSCに、またファッション等の買物客をECに
奪われやすいことから、淘汰が進みやすい。生き残りには、サービスや飲食による体験消費など、買物以外の訴求力が求められる。

3

新規開設SCと閉鎖・営業停止SC数の推移

出所）日本ショッピングセンター協会公表資料をもとに三井住友トラスト基礎研究所作成

 注1）閉鎖・営業停止SC数＝前年末のSC数＋新規開設SC－当年末のSC数、 SC純増率＝（新規開設SC数－閉鎖・営業停止SC数）÷SC数

 注2）2007年以前は旧SC基準。基準変更のため、2008年の閉鎖・営業停止SC数は算出できない。また閉鎖・営業停止SC数には営業を継続しているがSC基準を満たさなくなったSCを含んでいる

SC数は減少し続けている

※ NSCはネイバーフッドショッピングセンターの略。一般的に、店舗面積3千～1.5

万㎡程度で近隣地域を商圏とする中・小型の商業施設
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〒105-8574 東京都港区芝3-33-1 三井住友信託銀行芝ビル11階

https://www.smtri.jp
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当社発行「不動産マーケットリサーチレポート」のご案内

本レポートは、当社の有償レポート「不動産マーケットリサーチレポート（年２回発行）」をもとに、
一般の読者に向けて再編集したものです。将来予測を含む同有償レポートの内容および購入
につきましては、当社HP（https://www.smtri.jp/service/report/market_research_report.html）をご
参照下さい。

【お問い合わせ】 投資調査部
https://fofa.jp/smtri/a.p/113/

https://www.smtri.jp/service/report/market_research_report.html
https://fofa.jp/smtri/a.p/113/
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